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○ 試験研究等を目的とする独立行政法人への寄付金にかかる指定寄付金制度の創設

○ 試験研究費の総額に対する税額控除制度の延長

○ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく特例措置の延長

○ ＳＰＣの導管性要件の一部見直し

○ 過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の対象事業の延長及び拡充

○ 非居住者等が受け取る振替社債等に係る利子の非課税措置の創設

○ 独立行政法人都市再生機構が不動産を取得する場合の課税標準の特例措置の延長

○ 長期優良住宅普及促進税制の延長

○ マンション建替事業に係る特例措置の延長

○ 中心市街地において一定の優良な賃貸住宅を建設する場合の特例措置の延長

○ 新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長

○ 住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例措置の延長

○ 給与所得者等が使用者から住宅資金の貸付け等を受けた場合の特例措置の延長

○ 新築住宅のみなし取得時期等に係る特例措置の延長

○ 特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲渡所得の課税の特例措置の延長

○ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除制度の延長

○ 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除制度の延長

○ 阪神・淡路大震災に係る所要の特例措置の延長

○ 鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う基盤整備事業によりＪＲ貨物が取得した家屋に係

る特例措置の延長

○ 軽自動車検査協会に係る特例措置の延長

○ 小型船舶検査機構に係る特例措置の延長

○ 廃油処理施設の油水分離装置等に係る特例措置の延長

○ 東京国際空港（羽田空港）再拡張事業を推進するための国有資産等所在市町村交付金に係

る特例措置の延長

○ 国際競争力のある観光地の形成の促進に資する特例措置の延長

○ 地震防災対策用資産に係る特例措置の延長


